
- 1 -

短答式試験問題集［刑事系科目］
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［刑事系科目］

〔第１問〕（配点：３）

次の【事例】に関する後記アからオまでの各【記述】を判例の立場に従って検討し，正しい場合

には１を，誤っている場合には２を選びなさい。（解答欄は，アからオの順に［№１］から［№５］）

【事 例】

甲は，知人である乙の家に遊びに行った際，乙の書斎の机の引き出し内に乙名義のキャッシュ

カード及びその暗証番号を記したメモがあるのを見付けた。甲は，乙の気付かないうちに同カー

ドを使って預金を下ろしても，短時間で元の場所に戻しておけば発覚することはないだろうと考

え，同カードを乙宅から持ち出した。その後，甲は，同カードを使って近くの金融機関の現金自

動預払機から現金５０万円の払戻しを受けた上，乙宅に戻り，同カードを持ち出してから約１０

分後に前記引き出し内に同カードを戻した。その際，甲は，同引き出し内に約２０万円分の偽造

通貨があるのに気付き，これを乙宅から持ち出した。その日の夜，甲は，その偽造通貨を真正の

通貨と偽ってホテルでの宿泊代金の支払に使うこととし，Ａホテルの従業員丙に宿泊を申し込

み，偽造通貨であることを秘したまま，その偽造通貨で宿泊代金をあらかじめ支払って宿泊し

た。丙は，偽造通貨であることに気付いていれば，甲を宿泊させることはなかった。また，甲は，

Ａホテルに宿泊中にマッサージチェアに偽造通貨を投入してマッサージを受け，さらに，自己が

宿泊している客室備付けのドライヤーを自宅で使おうと思い，これを勝手に持ち帰った。

【記 述】

ア．甲が乙名義のキャッシュカードを持ち出した行為については，窃盗罪は成立しない。

イ．甲が乙名義のキャッシュカードを使用して現金５０万円の払戻しを受けた行為については，

窃盗罪が成立する。

ウ．甲が偽造通貨で宿泊代金を丙に支払って宿泊した行為については，偽造通貨行使罪及び詐欺

罪が成立し，両罪は牽連犯となる。

エ．甲がマッサージチェアに偽造通貨を投入した行為については，偽造通貨行使罪は成立しな

い。

オ．甲がドライヤーを持ち帰った行為については，横領罪が成立する。

〔第２問〕（配点：２）

不作為犯に関する次の１から５までの各記述のうち，誤っているものはどれか。（解答欄は，［№

６］）

１．真正不作為犯と不真正不作為犯との違いは，刑罰法規そのものが構成要件要素として明文で

不作為を規定しているか否かにある。

２．作為義務を不真正不作為犯の成立要件とすることにより，結果の発生を回避し得る作為をし

なかった複数の者の中から不作為犯の主体となり得ない者を除外することができる。

３．不作為とは「一定の作為をしないこと」を意味するから，他人の住居内で居住者から退去要

求を受けた場合になすべき「一定の作為」が「住居から退去すること」だとすると，「その住

居内に居座ること」も「その住居内で財物を窃取すること」も不作為である。

４．不真正不作為犯を認める見解に対しては，「無から有は生じない」から因果関係が認められ

ないという批判があり得るが，期待された作為を行っていたら結果の発生が避けられたであろ

うという場合には因果関係が認められるとの反論が可能である。

５．不真正不作為犯の成立要件としての作為義務を認めるためには不作為者が結果発生の原因

となる先行行為を行えば足りるとする見解に対しては，故意又は過失によって人に傷害を与え

た者が，その後殺意をもってその人を救助せずに放置して死亡させた事案において，不作為に

よる殺人罪が認められる範囲が狭くなり過ぎるとの批判が可能である。
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〔第３問〕（配点：２）

窃盗罪の実行の着手に関する次の１から５までの各記述における甲の行為を判例の立場に従って

検討し，誤っているものを２個選びなさい。（解答欄は，［№７］，［№８］順不同）

１．甲は，乙がズボンのポケットに財布を入れるのを見て，同財布をすり取ろうとして同ポケッ

トに手を差し伸べ，ポケットの外側に触れた。この場合，財布に触っていないので，窃盗罪の

実行の着手は認められない。

２．甲は，電柱に架設されている電話線を盗もうと考え，電柱に登って切断用具を電話線に当て，

その切断を始めたが，警察官に発見されたため，電話線の被膜を傷付けただけにとどまった。

この場合，電話線を切断していなくても，窃盗罪の実行の着手が認められる。

３．甲は，乙所有の自動車を運転して盗み出すため，不正に入手した同自動車のスペアキーを使

い，駐車場に駐車してある同自動車の運転席のドアを開けた。この場合，運転席に乗り込む前

でも，窃盗罪の実行の着手が認められる。

４．甲は，金品を盗もうと考え，深夜，無人の店舗内において，懐中電灯で真暗な店内を照らし

たところ，食品類が積んであることが分かったが，なるべく現金を盗みたいと思い，現金があ

る精算レジに近づいた。この場合，未だレジ内を物色していないので，窃盗罪の実行の着手は

認められない。

５．甲は，不正に取得した乙名義のキャッシュカードを使用して同人の預金口座から現金を引き

出そうと考え，同カードを銀行の現金自動預払機に挿入し，暗証番号を入力した。甲は，同カ

ードの正しい暗証番号を知っていたが，その入力を誤ったため払戻しを受けることができなか

った場合でも，窃盗罪の実行の着手が認められる。

〔第４問〕（配点：２）

正当防衛に関する次の１から５までの各記述を判例の立場に従って検討した場合，正しいものは

どれか。（解答欄は，［№９］）

１．相手方による侵害を予期している者が，その侵害から自己の権利を防衛するには侵害に先ん

じて相手方に加害行為をすることが効果的な状況において，相手方による侵害が間近に押し迫

る前に加害行為をした場合，正当防衛が成立する余地はない。

２．相手方による侵害を予期していた者が，それを避けずにその侵害に臨み，予期された侵害に

対し反撃した場合，正当防衛が成立する余地はない。

３．相手方を挑発して相手方による侵害を自ら招いた者が，それに対し反撃した場合，正当防衛

が成立する余地はない。

４．いわゆるけんか闘争状態にある者が，相手方に対して加害行為をした場合，正当防衛が成立

する余地はない。

５．相手方による侵害に対し反撃した者が，その侵害から予想された被害よりも大きい被害を相

手方に与えた場合，正当防衛が成立する余地はない。
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〔第５問〕（配点：３）

次の【事例】に引き続く甲の行為に関する下記アからオまでの各【記述】を判例の立場に従って

検討し，甲に（ ）内の犯罪が成立する場合には１を，成立しない場合には２を選びなさい。（解

答欄は，アからオの順に［№10］から［№14］）

【事 例】

甲は，人通りの少ない道路を通行中，知人の乙が見知らぬ丙を「金を出せ。」と言いながらロ

ープで縛り上げ，丙を道路脇の草むらの中に連れ込むのを偶然目撃した。

【記 述】

ア．甲が，草むらをのぞくと，乙が丙の上着のポケットを探って所持金を奪おうとしていた。甲

は，後で乙から口止め料をもらおうと考え，あえて何もせずにその場から立ち去った。乙は，

甲にのぞかれたことに気付かないまま，丙の所持金を奪った。（強盗罪の従犯）［№10］

イ．甲が，乙が立ち去ったのを見届けてから草むらの中に入ったところ，丙が縛られたままでい

たので，甲は，丙が身に付けていた腕時計を奪った。（強盗罪の共同正犯）［№11］

ウ．甲は，警察官が近付いてきたので，そのことを乙に知らせるために草むらに行ったところ，

丙から奪った現金を着衣のポケットにしまった乙が，草むらから出ようとしていた。甲が乙を

草むら内に押し戻して警察官をやり過ごしたため，乙の犯行はその場で発覚せずに済んだ。（強

盗罪の従犯）［№12］

エ．甲は，草むらの中に入り，同所で，丙の所持金を奪って山分けすることを乙と合意した。そ

の上で，乙が緩んでいたロープをきつく縛り直した後，甲は，丙の所持金をその上着のポケッ

トから奪った。（強盗罪の共同正犯）［№13］

オ．甲が，草むらをのぞくと，乙が丙の上着のポケットを探って所持金を奪おうとしていた。甲

が，乙に気付かれることなく草むらから道路に戻ろうとしたところ，付近住民の丁が，野草摘

みのため草むらに入ろうとしていた。甲が，後で乙から分け前を得るため，丁に「スズメバチ

の巣があるから危ない。」と嘘を言って丁を追い払ったため，その間に乙は丙の所持金を奪う

ことができた。（強盗罪の従犯）［№14］

〔第６問〕（配点：３）

次の１から５までの各記述を判例の立場に従って検討し，誤っているものを２個選びなさい。（解

答欄は，［№15］，［№16］順不同）

１．甲が，Ａを脅迫する意図でＡ宅に宛てて「お前の家に火をつけてやる。」と記載した手紙を

郵送したところ，同手紙が誤ってＡ宅の隣のＢ宅に配達され，Ｂがこの手紙を読んで畏怖した。

甲には，Ｂに対する脅迫罪が成立する。

２．甲が，乙に対し，Ａの弱みに付け込んでＡから現金を喝取するように唆したところ，乙は，

その旨決意し，深夜，公園にいるＢをＡと誤認して，現金を喝取しようとしてＢを脅迫したが，

人違いのため現金を喝取できず，その直後，Ａを上記公園に呼び出し，Ａから現金を喝取した。

甲には，Ａに対する恐喝既遂罪の教唆犯とＢに対する恐喝未遂罪の教唆犯が成立する。

３．甲は，１２歳のＡを１５歳と誤信し，Ａに対して暴行・脅迫を加えずにわいせつな行為をし

た。甲には，強制わいせつ罪が成立する。

４．甲が，乙に対し，Ａに暴行を加えるように唆したところ，乙は，その旨決意し，Ａに暴行を

加えたが，暴行を加えているうちに傷害の故意を生じ，その後の暴行による傷害が致命傷とな

ってＡは死亡した。甲には，傷害致死罪の教唆犯が成立する。

５．甲は，Ａが甲に射殺されることに同意したため，Ａに対し，殺意をもってけん銃を発射した

が，銃弾は，Ａに当たらずにＡの頭部をかすめ，Ａの背後にいて甲がその存在を認識しておら

ず，甲に射殺されることに同意していなかったＢに命中して同人を死亡させた。甲には，Ａに

対する同意殺人未遂罪とＢに対する殺人既遂罪が成立する。
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〔第７問〕（配点：３）

次の１から５までの各記述は，甲の占有する自転車を窃取した疑いで警察官の取調べを受けた被

疑者の供述であるが，これらを判例の立場に従って検討した場合，その供述の内容が窃盗罪の成立

を否定する主張となるものを２個選びなさい。（解答欄は，［№17］，［№18］順不同）

１．「この自転車を自宅に持ち帰って分解し，売れそうな部品を中古部品屋に売却しようと思っ

ていた。」

２．「この自転車は，河原に捨ててあったので，通勤で使うために自宅に持ち帰ったものだ。」

３．「駅に行く必要があったので，約３０分ほどこの自転車に乗り，駅に着いたら駅前に乗り捨

てるつもりだった。」

４．「この自転車は，私が甲に貸してあったもので，甲が約束の期限を過ぎても返さないので，

甲のいないすきに甲宅から自宅に持ち帰ったものだ。」

５．「この自転車は，甲に対する嫌がらせのため自宅の物置に隠しておこうと持ち帰ったもの

だ。」

〔第８問〕（配点：３）

次のアからオまでの各事例における甲の罪責について，判例の立場に従って検討し，（ ）内の

犯罪が既遂になる場合には１を，未遂にとどまる場合には２を，既遂にも未遂にもならない場合に

は３を選びなさい。（解答欄は，アからオの順に［№19］から［№23］）

ア．甲は，行使の目的をもって一万円札を偽造しようとしたが，印刷機器の操作を間違えたため，

出来上がったものは，一般人が一見して真正の通貨と誤認するには至らない程度のものであっ

た。（通貨偽造罪）［№19］

イ．甲は，乙方応接間で乙と雑談中，乙が部屋を出たすきに隣室にある金目の物を探して窃取し

ようと思い立ち，乙に対し，「お茶が欲しい。」と言って，乙を台所に行かせたが，乙の娘が応

接間に入ってきたため，隣室に行くことができなかった。（窃盗罪）［№20］

ウ．甲は，通行中の女性乙に自動車内で暴行を加えて姦淫する目的で，激しく抵抗する乙を自動

車内に引きずり込み，数キロメートル離れた河原まで自動車を走行させたが，乙がすきを見て

逃走したため，姦淫できなかった。（強姦罪）［№21］

エ．甲は，深夜，強盗の目的で会社事務所に入り込み，一人で勤務していた事務員乙を縛り上げ，

持参したボストンバッグに同事務所に設置された金庫内の現金を詰め込んで手に持ち，同事務

所の出入口から外に出ようとしたところ，駆けつけた警察官に同事務所内で逮捕された。（強

盗罪）［№22］

オ．甲は，乙から現金を喝取する目的で，現金の交付を要求する脅迫状を乙宅に郵送したが，乙

が不在中に同脅迫状を受け取って読んだ乙の妻が直ちに警察に届け出たため，甲は現金を取得

できなかった。（恐喝罪）［№23］
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〔第９問〕（配点：２）

背任罪の構成要件に関する次の１から５までの各記述を判例の立場に従って検討した場合，正し

いものはどれか。（解答欄は，［№24］）

１．「自己若しくは第三者の利益を図る目的」の「利益」とは，経済的利益のことをいい，社会

的地位や信用等の身分上の利益を含まない。

２．「自己若しくは第三者の利益を図る目的」があるというためには，主として自己又は第三者

の利益を図る目的があれば足りるが，これと本人の利益を図る目的とが併存している場合は含

まない。

３．「他人のためにその事務を処理する者」の「事務」は，法律行為たる事務に限らず，事実行

為たる事務を含む。

４．「財産上の損害」は，経済的見地から把握されるべきものであるから，返済の可能性が著し

く低い無担保貸付けについては，その債務不履行が確定しなければ損害が発生したとはいえな

い。

５．「本人に損害を加える目的」があるというためには，加害の点につき意欲ないし積極的認容

が必要である。

〔第10問〕（配点：２）

中止犯に関する次の１から５までの各記述を判例の立場に従って検討した場合，正しいものはど

れか。（解答欄は，［№25］）

１．強盗予備罪について中止犯が成立し得る。

２．犯罪を共同して実行する旨の共謀が成立した後に，共犯関係からの離脱が認められる場合，

離脱者には，常に中止犯が成立する。

３．行為者が，幼児を山中に連れて行き置き去りにしたが，その後，後悔して山中に戻り，衰弱

した幼児を病院に運び込んで医師の治療を受けさせ，これにより幼児の容体が快復した場合に

は，遺棄罪の中止犯が成立し得る。

４．中止犯が成立するには，必ずしも行為者が単独で結果発生を防止する必要はない。

５．中止犯が成立する場合，必ずその刑が免除される。

〔第11問〕（配点：３）

次のアからオまでの各記述を判例の立場に従って検討し，甲に（ ）内の犯罪が成立する場合に

は１を，成立しない場合には２を選びなさい。（解答欄は，アからオの順に［№26］から［№30］）

ア．甲は，質権者乙の委託を受けて質物である高級腕時計を保管していたが，乙に無断で，これ

を，質権の被担保債権の債務者で同腕時計の所有者でもある丙に返した。（委託物横領罪）［№

26］

イ．甲は，出資金名目で金をだまし取ろうと考え，乙に対し，架空の投資案件を持ちかけたとこ

ろ，乙は，甲の話が嘘であることに気付いたものの，甲が金に困っているのに同情して現金を

甲に渡した。（詐欺既遂罪）［№27］

ウ．甲は，乙社に勤務し，同社の取引先からの集金業務に従事していたところ，取引先から現金

５０万円を集金した後，これを自己の借金の返済に充てようと思い付き，上司に「集金の途中

でひったくりに遭った。」と嘘の報告をし，５０万円を同社に納めるのを免れた。（業務上横領

罪）［№28］

エ．甲は，偽札を作る意思がないのに，乙に対し，一緒に偽札を作ることを持ちかけた上，偽札

を作る機材の購入資金にすると嘘を言って資金の提供を求め，その旨誤信した乙から同資金と

して現金の交付を受けた。（詐欺既遂罪）［№29］

オ．甲は，乙社の出張所に一人で勤務し，所長として同出張所の電気機器の使用・管理や光熱費
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の支払事務などを任されていた。甲は，毎夜，趣味の夜釣りをするため，乙社の承諾を得ずに，

同出張所のコンセントに自己の集魚灯の電源コードを差し込んで電気を使用した。（業務上横

領罪）［№30］

〔第12問〕（配点：２）

共犯に関する次の１から５までの各記述を判例の立場に従って検討した場合，正しいものはどれ

か。（解答欄は，［№31］）

１．殺人の故意を有する者と傷害の故意を有する者との間では，共同正犯が成立する余地はな

い。

２．刑法第６０条にいう「犯罪」には，教唆犯・従犯も含まれるので，共同して教唆・幇助行為

に及んだ者には教唆犯・従犯の共同正犯が成立し得る。

３．成人が刑事未成年者に指示して犯罪を行わせた場合，成人と刑事未成年者との間で共同正犯

が成立することはなく，成人に間接正犯が成立するにすぎない。

４．刑法第６５条にいう「身分」は，犯人の一身的な継続的属性に限られる。

５．窃盗の共謀に基づき実行行為を分担することとなった者が，財物を強取した後，実行行為を

分担しなかった共犯者にその旨話し，同人がこれを了承して上記財物をもらい受けた。この場

合，実行行為を分担しなかった共犯者にも強盗の共同正犯が成立し得る。

〔第13問〕（配点：３）

略取誘拐罪に関する次の１から５までの各記述を判例の立場に従って検討し，正しいものを２個

選びなさい。（解答欄は，［№32］，［№33］順不同）

１．略取誘拐罪において，略取誘拐の手段としての暴行脅迫や欺罔誘惑は，被拐取者に対してな

される必要がある。

２．営利目的等略取誘拐罪にいう「結婚の目的」の「結婚」には，法律婚のみならず事実婚も含

まれる。

３．身の代金目的略取誘拐罪にいう近親者その他被拐取者の「安否を憂慮する者」は，被拐取者

の安否を親身になって憂慮するのが社会通念上当然とみられる特別な関係が被拐取者との間

にある者に限らず，同情から被拐取者の安否を気遣うにすぎない第三者も含む。

４．共同親権者の一人が，他の共同親権者の監護下にある未成年の子を略取する行為について

は，未成年者略取罪は成立し得ない。

５．身の代金目的略取誘拐罪の犯人が，被拐取者を安全な場所に解放した場合，その解放の時期

が当該犯人に対する公訴の提起前であれば，その刑は減軽される。
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〔第14問〕（配点：２）

責任能力に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものはどれか。（解答欄は，［№34］）

１．責任能力の有無・程度は，行為者の犯行当時の精神状態だけではなく，行為者の犯行前の生

活状況，犯行の動機・態様等のほか，被害者やその遺族の処罰感情も含む諸事情を総合的に考

慮して判断される。

２．相手を包丁で突き刺した時点では行為者に責任能力が存在するが，その相手が死亡した時

点では責任能力が存在しない場合，行為者に死亡の結果について刑事責任を問うことはできな

い。

３．１３歳の少年であっても，故意の犯罪行為により被害者を死亡させた場合においては，事件

の重大性等の諸般の事情を考慮し，刑罰が科されることがある。

４．アルコールの影響により正常な運転が困難な状態で自動車を走行させて人を負傷させた危

険運転致傷事件の行為者については，この類型の危険運転致傷罪が運転者の飲酒酩酊を前提と

しているにもかかわらず，責任能力が否定されることがある。

５．犯行当時の行為者が，心神喪失状態にあった場合は処罰されないが，心神耗弱状態にあった

場合は必ずその刑が減軽又は免除される。

〔第15問〕（配点：３）

次の１から５までの各記述を判例の立場に従って検討した場合，正しいものはどれか（ただし，

甲は，「行使の目的」又は「人の財産上の事務処理を誤らせる目的」を有するものとする。）。（解答

欄は，［№35］）

１．司法警察員甲が，参考人乙に対する事情聴取を行ったところ，乙は客観的事実と異なる供述

をした。甲は，同供述が客観的事実と異なることが分かったものの，乙の供述をそのまま録取

した供述調書を作成し，これに自ら作成者として署名押印した。甲には，虚偽公文書作成罪が

成立する。

２．甲は，乙所有の建物の売買契約書を会員制クラブの入会申込書であると偽って乙に示し，乙

をしてその旨誤信させてその売主欄に署名押印させた。甲には，有印私文書偽造罪の間接正犯

が成立する。

３．甲は，内容虚偽の旅券申請書を作成して旅券の交付を申請し，旅券の交付を受けた。甲には，

詐欺罪が成立するので，免状等不実記載罪は成立しない。

４．市立病院に勤務する公務員である医師甲が，同病院の医師として同病院の患者が裁判所に提

出するための診断書を作成するに当たり，同診断書に虚偽の病名を記載した。医師である甲に

は，虚偽診断書等作成罪が成立するので，虚偽公文書作成罪は成立しない。

５．甲は，乙から詐取した携帯電話機に保存された電子マネーを使って商品を購入し，同電話機

に保存された電子マネーの残高を減少させた。甲には，支払用カード電磁的記録不正作出罪が

成立する。

〔第16問〕（配点：２）

次の１から５までの各記述における甲の罪責を判例の立場に従って検討し，正しいものを２個選

びなさい。（解答欄は，［№36］，［№37］順不同）

１．甲は，乙が丙の住居及び丁の住居に侵入することを決意しているのを知り，乙に対し，侵入

用具としてドライバー１本を貸与し，その翌日，乙はこれを利用して丙の住居及び丁の住居に

それぞれ侵入した。甲には，２個の住居侵入罪の従犯が成立し，両罪は観念的競合となる。

２．甲は，乙方から絵画を盗み，自宅に持ち帰ったが，その後売却先が見付からなかったため，

その絵画を破り捨てた。甲には，窃盗罪と器物損壊罪が成立し，両罪は併合罪となる。

３．甲は，自己が経営する店において，１週間のうちに，同店を訪れた複数の客に対し，いずれ
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も同じ題名・内容のわいせつ図画に該当するＤＶＤを数回にわたって販売した。甲には，わい

せつ図画販売罪の一罪が成立する。

４．甲は，自己の運転する自動車を脇見運転により通行人乙に衝突させて同人を死亡させた上，

慌ててその場から逃走しようとして安全確認を怠って自車をＵターンさせたため，折から対向

車線を走行してきた丙運転の自動車に自車を衝突させて同人に傷害を負わせた。甲には，自動

車運転過失致死罪と自動車運転過失傷害罪が成立し，両罪は観念的競合となる。

５．甲は，郵便局の窓口で，偽造された郵便貯金払戻請求書１通を，不正に入手した他人名義の

貯金通帳とともに郵便局員乙に提出して貯金の払戻しを請求し，これを正当な払戻請求と誤信

した乙から貯金の払戻しを受けた。甲には，詐欺罪の一罪のみが成立する。

〔第17問〕（配点：２）

次の１から５までの各記述における甲の罪責を判例の立場に従って検討した場合，正しいものは

どれか。（解答欄は，［№38］）

１．甲は，殺人事件の被疑者として逮捕状が発付されている乙が犯人ではないと信じ，乙に隠れ

家を提供して同人をかくまったが，その後，発見逮捕された乙が真犯人であることが明らかと

なり，同人に対する有罪判決が確定した。甲は乙が犯人ではないと誤信していたので，甲に犯

人蔵匿罪は成立しない。

２．甲は，傷害事件で勾留されている乙の起訴を免れさせるために，丙に対し，乙の身代わり犯

人となるように唆し，これにより丙は，警察に出頭して上記傷害事件の真犯人は自分である旨

虚偽の事実を申告した。乙は既に拘束されているので，甲に犯人隠避教唆罪は成立しない。

３．甲は，被告人乙の刑事裁判を有利に運ぶために，同人に不利益な事実を知っている証人予定

者の丙を人里離れた山中の別荘に監禁した。人的証拠も「証拠」に該当するので，甲に証拠隠

滅罪が成立する。

４．甲は，親友乙が丙を殺害した事実を知り，乙の罪を免れさせようと考え，捜査機関が同事実

の存在を知る前に，自殺する旨の記載のある丙名義の遺書を作成して丙の遺族に送付した。捜

査機関は未だ捜査を開始していないので，甲に証拠偽造罪は成立しない。

５．甲は，殺人事件の被疑者として警察に追われていたため，知人乙にその事情を打ち明けて同

人所有の別荘に住まわせてくれるように依頼し，これを承諾した乙から同別荘の鍵を受け取っ

て同別荘に身を隠した。犯人自身に逃げ隠れしないことを期待できないので，甲に犯人蔵匿教

唆罪は成立しない。
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〔第18問〕（配点：２）

次のアからオまでの各記述における甲の罪責を判例の立場に従って検討した場合，誤っているも

のの個数を後記１から５までの中から選びなさい。（解答欄は，［№39］）

ア．甲が，財物奪取の意思で乙に脅迫を加えてその反抗を抑圧し，同人のポケットから財物を奪

ったが，財物を奪われたことに乙が気付かなかった場合，強盗既遂罪（刑法第２３６条第１項）

は成立しない。

イ．甲が，財物奪取の意思で乙の頭部を強打して意識を喪失させた上で乙の財物を奪った場合，

昏酔強盗既遂罪（刑法第２３９条）が成立する。

ウ．甲が，乙から財物をだまし取って財物の占有を確保した後に，だまされたことに気付いた乙

から上記財物の返還を要求され，その返還を免れるため，乙に対し，暴行を加えて財物の取戻

し行為を抑圧した場合，強盗既遂罪（刑法第２３６条第１項）が成立する。

エ．甲が，乙を殺害した後に初めて財物奪取の意思を生じ，乙が身に付けていた腕時計をその場

で奪った場合，強盗殺人既遂罪（刑法第２４０条後段）が成立する。

オ．甲が，財物奪取の意思で乙宅に乙の留守中に侵入し，乙の甥でたまたま留守番をしていた丙

（１５歳）に対し，暴行を加えてその反抗を抑圧し，タンス内から乙が所有し管理する衣類を

奪った場合，強盗既遂罪（刑法第２３６条第１項）は成立しない。

１．１個 ２．２個 ３．３個 ４．４個 ５．５個

〔第19問〕（配点：３）

次の１から５までの各記述のうち，正しいものを２個選びなさい（ただし，甲には，刑の減免事

由及び各記述に記載された以外の前科はないものとする。）。（解答欄は，［№40］，［№41］順不同）

１．甲は，併合罪関係にあるＡ罪（法定刑は５年以下の懲役）とＢ罪（法定刑は２０万円以下の

罰金）を犯して両罪で起訴された。この場合，裁判所は，甲に対し，懲役２年及び罰金１０万

円の判決を言い渡すことができる。

２．甲は，併合罪関係にあるＡ罪（法定刑は１０年以下の懲役）とＢ罪（法定刑は３年以下の懲

役）を犯して両罪で起訴された。この場合，裁判所は，甲に対し，懲役１５年の判決を言い渡

すことができる。

３．甲は，判決により懲役２年，３年間執行猶予（保護観察なし）に処せられ，同判決が確定し

てから１年後，Ａ罪（法定刑は３年以下の懲役）を犯して同罪で起訴され，同年中に判決宣告

日を迎えた。この場合，裁判所は，甲に対し，懲役１年，３年間執行猶予（保護観察なし）の

判決を言い渡すことができる。

４．甲は，判決により懲役３年，５年間執行猶予（保護観察なし）に処せられ，同判決は確定し

た。その１年後，甲は，Ａ罪（法定刑は５年以下の懲役）を犯して同罪で起訴され，裁判所は，

その半年後，甲に対し，懲役１０月の判決を言い渡し，同判決は直ちに確定した。この場合，

甲に対する執行猶予の言渡しは取り消さなければならない。

５．甲は，判決により懲役２年，４年間執行猶予（保護観察付き）に処せられ，同判決は確定し，

その後執行猶予が取り消されることはなかった。同判決の確定から５年後，甲は，Ａ罪（法定

刑は５年以下の懲役）を犯して同罪で起訴された。この場合，裁判所は，甲に対し，懲役７年

６月の判決を言い渡すことができる。
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〔第20問〕（配点：３）

次の【事例】における甲の罪責を判例の立場に従って検討し，後記アからエまでの【罪名】のう

ち，その罪名に係る犯罪が成立する場合には１を，成立しない場合には２を選びなさい。（解答欄

は，アからエの順に［№42］から［№45］）

【事 例】

甲は，乙及びその妻子全員が１週間の旅行に出ていて留守であると聞いていた乙宅に，窃盗の

目的で侵入し，金庫を開けたところ，乙の妻子は旅行中だったものの，一人で在宅していた乙に

発見され，「泥棒」と叫ばれた。甲は，捕まっては大変だと思い，乙にナイフを突き付け，「静か

にしろ。」と言ったところ，乙は，慌てて逃げ出そうとして転倒し，暖炉の角に頭部をぶつけた

結果，脳内出血を起こして死亡した。

甲は，乙の死亡を確認した上，金庫の中にあった多量の宝石と多額の現金を奪った後，犯行の

痕跡を消し去ろうと考えて乙宅に火を放ち，乙宅は全焼した。

その後，甲は，上記宝石を丙に売却することとしたが，その際，上記事情を知る丁に依頼して，

丁が運転する自動車に乗り，丁と一緒に同宝石を丙宅まで運搬した。

【罪 名】

ア．強盗致死罪

イ．証拠隠滅罪

ウ．非現住建造物等放火罪

エ．盗品等運搬罪

〔第21問〕（配点：２）

捜査機関が行った捜査に関する次のアからキまでの各記述のうち，違法となるものの組合せは，

後記１から７までのうちどれか。（解答欄は，［№46］）

ア．司法巡査が，器物損壊被疑事件の被疑者を現行犯人として逮捕した後，留置の必要がないと

考え，すぐに釈放した。

イ．検察事務官が，検察官の指揮を受け，詐欺被疑事件の被疑者を呼び出して，その取調べを行

った。

ウ．司法警察員が，変死の疑いのある死体につき，検察官から命じられて検視を行った。

エ．検察官が，被疑者の身体の拘束がないまま警察から送致を受けた窃盗被疑事件につき，罪証

隠滅のおそれがあるとして，裁判官から逮捕状の発付を受けて被疑者を逮捕した。

オ．司法巡査が，裁判官が発付した逮捕状により，被疑者を逮捕した。

カ．検察事務官が，裁判官が発付した捜索差押許可状により，被疑者の居宅を捜索した。

キ．司法巡査が，裁判官に対し被疑者の逮捕状の発付を請求した。

１．ア オ ２．ア キ ３．イ エ ４．イ カ ５．ウ エ

６．ウ カ ７．オ キ
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〔第22問〕（配点：２）

次の【記述】は，被疑者甲に係る殺人被疑事件の捜査手続に関するものである。【記述】中の①

から⑦までの( )内から適切な語句を選んだ場合，その組合せとして正しいものは，後記１から５

までのうちどれか。（解答欄は，［№47］）

【記 述】

Ｈ警察署の司法警察員警部Ｘは，殺人被疑事件につき，逮捕状に基づいて，平成２１年５月６日

午後３時４５分，被疑者甲を逮捕した。司法警察員警部Ｘは，被疑者甲を検察官に送致するに当た

り，同月①（ａ．７日・ｂ．８日）②（ａ．午後３時４５分・ｂ．午前３時４５分）までに検察官

に③（ａ．送致する・ｂ．送致した上で受け取らせる）手続をすることが必要であるが，司法警察

員警部Ｘは，同月７日午前９時，その手続を終えた。

その後，被疑者甲を受け取ったＧ地方検察庁検察官Ｙは，④（ａ．接見・ｂ．弁解）の機会を与

え，留置の必要があると認めたときは，検察官が被疑者を受け取った時から⑤（ａ．２４時間・ｂ．

３６時間）以内かつ逮捕の時から⑥（ａ．４８時間・ｂ．７２時間）以内に勾留を請求しなければ

ならないが，検察官Ｙは，所定の手続を経て，留置の必要があると認め，同月７日午後２時，Ｇ地

方裁判所裁判官に勾留を請求した。

Ｇ地方裁判所裁判官Ｚは，同月８日午前９時，被疑者甲につき，勾留質問を行い，同日午後零時

３０分に，勾留状を発付した。検察官Ｙは，同日午後１時３０分に，その勾留状を執行したが，勾

留期間は，同月⑦（ａ．１６日・ｂ．１７日）までである。

１．ａ－②③⑤ ｂ－①④⑥⑦

２．ａ－①③⑦ ｂ－②④⑤⑥

３．ａ－②③⑤⑦ ｂ－①④⑥

４．ａ－①②③④ ｂ－⑤⑥⑦

５．ａ－②⑤⑦ ｂ－①③④⑥

〔第23問〕（配点：３）

次の【事例】に関する後記アからカまでの【記述】のうち，誤っているものの組合せは，後記１

から６までのうちどれか。（解答欄は，［№48］）

【事 例】

司法警察員Ｘは，被疑者甲に係る大麻取締法違反（大麻所持）被疑事件に関し，被疑者甲が一

人で居住するアパートの居室を捜索すべき場所とし，大麻及び大麻吸引具を差し押さえるべき物

とする捜索差押許可状に基づき，その居室を捜索した。その際，被疑者甲は，その居室にいた。

司法警察員Ｘは，その捜索において，大麻及び大麻吸引具を発見することができなかったが，ポ

ーチに入った覚せい剤様の白色結晶や，血液の混じったような液体が入った注射器を発見した。

そのため，司法警察員Ｘは，（①）前記白色結晶につき，覚せい剤の予試験を実施したところ，

覚せい剤であるとの試験結果が得られた。そこで，司法警察員Ｘは，（②）被疑者甲を覚せい剤

取締法違反の被疑事実で逮捕し，（③）前記白色結晶を押収するとともに，（④）前記ポーチ及び

前記注射器を押収した。また，司法警察員Ｘは，（⑤）被疑者甲が任意に尿を提出したので，こ

れを押収した。さらに，司法警察員Ｘは，採血を拒否した被疑者甲の血液型を明らかにするため，

被疑者甲をＨ病院に連れて行き，（⑥）Ｈ病院の医師Ｙをして，被疑者甲の採血をさせた。

【記 述】

ア．下線部①について，被疑者甲が予試験の実施に同意をしていれば，司法警察員Ｘは，裁判官

による令状の発付を受けなくても，覚せい剤の予試験を実施できる。

イ．下線部②について，被疑者を逮捕するに当たり，司法警察員Ｘは，裁判官による令状の発付

を受ける必要がない。

ウ．下線部③について，白色結晶を押収するに当たり，司法警察員Ｘは，裁判官による令状の発



- 13 -

付を受ける必要がない。

エ．下線部④について，ポーチ及び注射器を押収するに当たり，司法警察員Ｘは，裁判官による

令状の発付を受ける必要がある。

オ．下線部⑤について，被疑者甲が任意に尿を提出しなかった場合でも，司法警察員Ｘは，捜索

差押許可状の発付を受けて，医師をして被疑者甲から強制的に採尿をさせることができる。

カ．下線部⑥について，医師Ｙをして被疑者甲の採血をさせるには，司法警察員Ｘは，裁判官に

よる令状の発付を受けなくても，医師Ｙに鑑定嘱託をして，被疑者甲の採血をさせることがで

きる。

１．ア イ ２．ア ウ ３．イ オ ４．ウ カ ５．エ オ ６．エ カ

〔第24問〕（配点：３）

次のⅠ及びⅡの【見解】は，刑事訴訟法第２２０条第１項第２号及び同条第３項において，被疑

者を逮捕する場合において必要があるときは，「逮捕の現場」で令状を必要とせずに捜索・差押え

をすることができるとされている根拠に関する考え方を述べたものである。これらの【見解】のい

ずれかを前提に，後記アからオまでの【記述】のうち，誤っているものの組合せは，後記１から５

までのうちどれか。（解答欄は，［№49］）

【見 解】

Ⅰ．逮捕の現場には証拠の存在する蓋然性が一般的に高いため，裁判官による事前の令状審査

を行う必要性がない。

Ⅱ．逮捕の際には被逮捕者により証拠が隠滅されるおそれが高いため，これを防止して証拠を

保全する緊急の必要性がある。

【記 述】

ア．Ⅰの考え方に立つと，「逮捕の現場」は，令状が発付されたとしたら捜索が可能である範囲，

すなわち，逮捕の場所と同一の管理権が及ぶ範囲内の場所と考えられる。

イ．Ⅰの考え方に立っても，捜索・差押えの対象は，逮捕の理由とされた被疑事実に関する証拠

物に限られる。

ウ．Ⅰの考え方に立つと，被逮捕者の身体を捜索する場合，被逮捕者を逮捕した現場で直ちに捜

索を実施することが適当でないときであっても，捜索の実施に適する最寄りの場所まで連行し

て捜索することはできない。

エ．Ⅱの考え方に立つと，「逮捕の現場」は，被逮捕者が証拠を隠滅することが可能である被逮

捕者の手が届くなどの事実的支配が及ぶ範囲内の場所と考えられる。

オ．Ⅱの考え方に立っても，被逮捕者をその住居で逮捕してから警察署まで連行した上，その

後に逮捕の現場として同住居を捜索することができる。

１．ア イ ２．ア ウ ３．イ エ ４．ウ オ ５．エ オ
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〔第25問〕（配点：２）

以下のアからカまでの【乙の活動】は，次の【事例】において，甲が逮捕された直後，甲から弁

護人として選任された乙の活動についてのものである。【乙の活動】のうち，法令上の根拠がない

ものは幾つあるか。後記１から７までのうちから選びなさい。（解答欄は，［№50］）

【事 例】

甲は，殺人被疑事件の被疑者として，Ｈ地方裁判所の裁判官が発付した逮捕状に基づき，Ｇ警

察署司法警察員に逮捕され，Ｇ警察署の留置施設に留置された。甲は，乙を弁護人に選任した。

その後，甲は，引き続き，Ｈ地方裁判所の裁判官が発付した勾留状に基づきＧ警察署の留置施設

に勾留された。また，その際，甲は，同じ裁判官により，刑事訴訟法第８１条に基づいて，公訴

が提起されるまでの間，接見等を禁じられた。乙は，甲と接見しようとしたところ，検察官によ

り，捜査のため必要があるとして，接見の日時，場所及び時間を指定された。さらに甲は，同じ

裁判官により，１０日間の勾留期間の延長がされた後，殺人被疑事件につき，Ｈ地方裁判所に起

訴され，Ｊ刑事施設に移されて引き続き勾留された。

【乙の活動】

ア．逮捕状発付の裁判に対する準抗告

イ．Ｈ地方裁判所の裁判官に対する甲の逮捕の理由の開示請求

ウ．Ｇ警察署の留置施設に勾留されている被疑者甲との接見

エ．検察官の接見指定に対する準抗告

オ．勾留期間の延長の裁判に対する準抗告

カ．起訴後における甲の勾留の取消請求

１．０個 ２．１個 ３．２個 ４．３個 ５．４個

６．５個 ７．６個

〔第26問〕（配点：２）

接見交通権に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものの組合せは，後記１から５ま

でのうちどれか。ただし，判例がある場合には，それに照らして考えるものとする。（解答欄は，［№

51］）

ア．接見交通権は，身体の拘束を受けている被疑者が弁護人と相談し，その助言を受けるなど弁

護人から援助を受ける機会を確保する目的で設けられたものであり，憲法の保障に由来するも

のであって，弁護人の重要な固有権である。

イ．弁護人を選任することができる者の依頼により弁護人となろうとする者と被疑者との逮捕

直後の初回の接見は，これを速やかに行うことが被疑者の防御の準備のために特に重要である

ので，被疑者が取調べ中であっても，即座に取調べを中断して，接見させなければならない。

ウ．身体の拘束を受けている被疑者については，逃亡のおそれや罪証隠滅のおそれがあることか

ら，検察官は，第１回の公判期日まで，弁護人との接見の日時，場所及び時間を指定すること

ができる。

エ．検察官が庁舎内に接見設備のある部屋等が存在しないことを理由として接見の申出を拒否

したにもかかわらず，弁護人がなお検察庁の庁舎内における即時の接見を求め，即時に接見す

る必要性が認められる場合には，検察官は，いわゆる秘密交通権が十分に保障されないような

態様の短時間の面会接見であってもよいかどうかという点につき，弁護人の意向を確かめ，弁

護人がそのような面会接見であっても差し支えないとの意向を示したときは，面会接見ができ

るように特別の配慮をすべき義務がある。

オ．弁護人は，接見交通権を有しているので，被疑者と立会人なくして接見することができる

が，物の授受については，意思や情報の伝達とは関係ないので，被疑者と物の授受をすること

はできない。
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１．ア ウ ２．ア エ ３．イ ウ ４．イ オ ５．エ オ

〔第27問〕（配点：２）

保釈に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものの組合せは，後記１から５までのう

ちどれか。（解答欄は，［№52］）

ア．裁判所は，保釈を許す決定又は保釈の請求を却下する決定をするには，検察官の意見を聴か

なければならない。

イ．裁判所は，検察官の請求がなくても，被告人が逃亡し又は逃亡すると疑うに足りる相当な理

由があるときには，保釈を取り消すことができる。

ウ．裁判所は，被告人から保釈の請求があった場合において，被告人が罪証を隠滅すると疑うに

足りる相当な理由があるときは，保釈を許すことができない。

エ．裁判所は，被告人に対して窃盗罪により懲役に処する実刑判決の宣告があった後，保釈の請

求があったときは，被告人が罪証を隠滅すると疑うに足りる相当な理由がない以上，保釈を許

さなければならない。

オ．裁判所は，保釈を許す場合において，被告人に対し，被害者との接触を禁止する旨の条件を

付することができない。

１．ア イ ２．ア オ ３．イ エ ４．ウ エ ５．ウ オ

〔第28問〕（配点：３）

検察官による起訴・不起訴の判断に関する次の１から５までの各記述のうち，違法となるものは

幾つあるか。後記１から６までのうちから選びなさい。（解答欄は，［№53］）

１．司法警察員から強盗の罪名で送致された被疑事件について，検察官において，捜査の結果，

強盗致傷罪に該当するものと判断した場合に，強盗致傷の罪名で起訴すること

２．検察官が不起訴にした自動車運転過失致死被疑事件について，検察審査会が公訴を提起し

ない処分を不当とする議決をしたが，検察官において，捜査の結果，起訴を猶予すべき事情が

認められると判断した場合に，再度不起訴にすること

３．司法警察員から強姦の罪名で送致された被疑事件について，被害者の告訴があり，その告訴

が取り消されなかったが，検察官において，起訴を猶予すべき事情が認められると判断した場

合に，不起訴にすること

４．家庭裁判所が刑事処分を相当と認めて検察官に送致した殺人被疑事件について，検察官にお

いて，傷害致死罪に該当するものと判断した場合に，傷害致死の罪名で起訴すること

５．有罪判決が確定した詐欺事件と牽連犯の関係にある私文書偽造被疑事件について，詐欺事

件と同時に審理できた事情が認められたが，検察官において，処罰を求める必要があると判断

した場合に，私文書偽造の罪名で起訴すること

１．０個 ２．１個 ３．２個 ４．３個 ５．４個 ６．５個
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〔第29問〕（配点：２）

公判前整理手続に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものの組合せは，後記１

から５までのうちどれか。（解答欄は，［№54］）

ア．裁判所は，裁判員の参加する合議体で取り扱うべき事件については，必ず公判前整理手続に

付さなければならない。

イ．検察官は，公判前整理手続においては，訴因の変更を請求することはできない。

ウ．裁判長は，被告人を出頭させて公判前整理手続をする場合には，被告人が出頭する最初の公

判前整理手続期日において，まず，被告人に対し，終始沈黙し，又は個々の質問に対し陳述を

拒むことができる旨を告知しなければならない。

エ．被告人又は弁護人は，公判前整理手続において取調べを請求した証拠については，検察官か

ら開示の請求がなくても，検察官に対して，開示をしなければならない。

オ．裁判所は，被告人又は弁護人が，公判前整理手続が終わった後に証拠調べを請求した証拠の

うち，やむを得ない事由によって公判前整理手続において請求することができなかったと認め

られるものについては，職権で証拠調べをしなければならない。

１．ア イ ２．ア エ ３．イ オ ４．ウ エ ５．ウ オ

〔第30問〕（配点：２）

被害者参加に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものの組合せは，後記１から５ま

でのうちどれか。（解答欄は，［№55］）

ア．被害者参加人として刑事事件の手続への参加を許されるのは，当該事件の被害者又は被害者

が死亡した場合におけるその配偶者，直系の親族若しくは兄弟姉妹に限られる。

イ．被害者参加人又はその委託を受けた弁護士は，公判期日に出席することができるが，裁判所

は，審理の状況，被害者参加人又はその委託を受けた弁護士の数その他の事情を考慮して，相

当でないと認めるときは，公判期日の全部又は一部への出席を許さないことができる。

ウ．裁判所は，証人を尋問する場合において，被害者参加人又はその委託を受けた弁護士から，

その者がその証人を尋問することの申出があるときは，被告人又は弁護人の意見を聴き，相当

と認めるときは，犯罪事実又は情状に関する事項についての証人の供述の証明力を争うために

必要な事項について，申出をした者がその証人を尋問することを許すことができる。

エ．被害者参加人又はその委託を受けた弁護士は，裁判所の許可を得て，公判期日において，検

察官の意見の陳述の後に，訴因として特定された事実の範囲内で，事実又は法律の適用につい

て意見を陳述することができる。

オ．被害者参加人又はその委託を受けた弁護士は，第一審の判決に不服があるときは，これに対

して控訴をすることができる。

１．ア イ ２．ア オ ３．イ エ ４．ウ エ ５．ウ オ

〔第31問〕（配点：３）

次のアからケまでの【訴訟行為】は，被告人が捜査公判段階で一貫して犯罪事実を認め，かつ，

公判前整理手続を経ていない窃盗被告事件の証拠調手続に関するものである。この【訴訟行為】を

並べたＡからＥまでの【順序】のうち，適法なものの組合せは，後記１から５までのうちどれか。

（解答欄は，［№56］）

【訴訟行為】

ア．検察官による「被告人の供述調書」及び「被告人の戸籍謄本」の要旨の告知

イ．検察官による「被害届」，「被害者の供述調書」及び「犯行現場の実況見分調書」の要旨の告

知

ウ．検察官による冒頭陳述
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エ．検察官による「被告人の供述調書」及び「被告人の戸籍謄本」の証拠調べの請求

オ．検察官による「被害届」，「被害者の供述調書」及び「犯行現場の実況見分調書」の証拠調べ

の請求

カ．検察官の請求証拠に対し，「同意する」との弁護人の意見

キ．「被告人の供述調書」及び「被告人の戸籍謄本」の裁判所への提出

ク．「被害届」，「被害者の供述調書」及び「犯行現場の実況見分調書」の裁判所への提出

ケ．裁判所による証拠調べの決定

【順 序】

Ａ．ウ→オ→エ→イ→ア→ク→キ→カ→ケ

Ｂ．ウ→エ→カ→ケ→ア→キ→オ→カ→ケ→イ→ク

Ｃ．ウ→オ→カ→ケ→イ→ク→エ→カ→ケ→ア→キ

Ｄ．ウ→オ→エ→カ→ケ→イ→ア→ク→キ

Ｅ．ウ→オ→エ→ク→キ→カ→ケ→イ→ア

１．Ａ Ｂ ２．Ａ Ｅ ３．Ｂ Ｃ ４．Ｃ Ｄ ５．Ｄ Ｅ

〔第32問〕（配点：２）

証人尋問に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものの組合せは，後記１から５まで

のうちどれか。（解答欄は，［№57］）

ア．証人を尋問する場合，必ず宣誓をさせなければならない。

イ．証人には，その実験した事実により推測した事項を供述させることはできないが，鑑定人に

は同事項を供述させることができる。

ウ．何人も，自己の配偶者が刑事訴追を受け，又は有罪判決を受けるおそれのある証言を拒むこ

とはできない。

エ．被告人が正当な理由がなく召喚に応じないおそれがあるときは，これを勾引することができ

るが，召喚を受けた証人については，正当な理由がなく出頭しないおそれがあるだけでは勾引

することはできない。

オ．医師は，業務上委託を受けたため知り得た事実で他人の秘密に関するものについては証言を

拒むことができるが，本人が承諾した場合は，証言を拒絶することはできない。

１．ア イ ２．ア ウ ３．イ エ ４．ウ オ ５．エ オ
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〔第33問〕（配点：４）

次の【事例】における【Ｋの証人尋問】中の（１）から（４）までの下線部分にそれぞれ対応す

る後記１から４までの各記述につき，正しい場合には１を，誤っている場合には２を選びなさい。

（解答欄は，１から４の順に［№58］から［№61］）

【事 例】

被告人甲は，運転していた普通乗用自動車を歩行中のＶに衝突させて傷害を負わせ，前方不注

視の過失による自動車運転過失致傷罪で起訴された。第１回公判期日において，甲の弁護人は，

事故直後に犯行現場で実施された実況見分に甲が立ち会ったことは争わないものの，前方不注視

の過失の有無を争い，検察官から事前に開示されていた同実況見分に係る実況見分調書について

不同意の意見を述べた。そこで，検察官は，その作成者である司法警察員Ｋの証人尋問を請求し，

裁判所の採用決定を経て，次のとおりＫの証人尋問を行った。

【Ｋの証人尋問】

検察官． 証人は，本件当時，○○警察署交通課に警部補として勤務していましたね。

Ｋ． はい。

検察官． 証人は，平成×年×月×日，本件犯行現場で現場の状況に関する実況見分を行いまし

たか。

Ｋ． はい。

検察官． 証人は，実況見分の経過と結果を書面にしましたか。

Ｋ． はい。

検察官． （１）検察官請求に係るＫ作成の実況見分調書を示します。証人が作成した実況見

分調書は，これですか。

Ｋ． （２）はい。この実況見分調書は，私が自分で作成したものに間違いありません。

検察官． 実況見分調書に添付された現場の写真を示します。この写真は，証人が撮影しました

か。

Ｋ． （３）いいえ。私が，部下のＬ巡査部長に命じて撮影させました。

検察官． （４）その実況見分には，被告人を立ち会わせましたね。

Ｋ． はい。

検察官． 実況見分の際，被告人は，何か言っていませんでしたか。

Ｋ． 確か，被告人がよそ見をしてしまったなどと言って，何度も繰り返して謝っていまし

た。

（以下省略）

１．（１）の尋問は，書面に関しその成立，同一性その他これに準ずる事項について証人を尋問

する場合において必要があるときに該当するので，実況見分調書の証拠調べが未了であっても，

同調書を示して尋問することができる。

２．（２）の証言は，実況見分調書の作成者であるＫが，公判期日において証人として尋問を受け，

その真正に作成されたものであることを供述したときに該当するので，実況見分調書を証拠とす

るには，この証言で足りる。

３．（３）の証言によると，写真の撮影をＫがしていないので，写真を証拠とするためには，撮

影者であるＬ巡査部長を証人尋問して，事件との関連性を立証しなければならない。

４．（４）の尋問は，主尋問における誘導尋問であるので許されない。
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〔第34問〕（配点：３）

以下のⅠからⅢまでの【結論】は，次の①から③までの【設問】に関するものであり，後記アか

らオまでの【記述】は，【結論】を導く根拠又は批判を示したものである。判例の立場を示した組

合せは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№62］）

【設 問】

①．犯罪事実に関する証拠が共犯者の自白しかなく，被告人が犯罪事実を否認している場合，被

告人を有罪とすることが許されるか。

②．共犯者の自白だけでなく，被告人も犯罪事実を認めている場合，共犯者の自白で被告人の自

白を補強して被告人を有罪とすることが許されるか。

③．犯罪事実に関する証拠が共犯者２名の自白しかなく，被告人が犯罪事実を否認している場

合，被告人を有罪とすることが許されるか。

【結 論】

Ⅰ．①ないし③のいずれの場合も，被告人を有罪とすることが許されない。

Ⅱ．①の場合には，被告人を有罪とすることが許されないが，②と③の場合は，被告人を有罪と

することが許される。

Ⅲ．①ないし③のいずれの場合も，被告人を有罪とすることが許される。

【記 述】

ア．憲法第３８条第３項が「本人の自白」を唯一の証拠として有罪とすることを禁止しているの

は，架空の犯罪事実が被告人本人の自白のみによって認定される危険と弊害を防止するための

ものであり，自白の証明力に対する自由心証を制限したものである。

イ．共犯者の供述を証拠とすることの危険性を最大限に重視すべきである。

ウ．共犯者の犯罪事実に関する供述は，その共犯者が被告人本人と共同審理を受けていると否

とにかかわらず，被告人本人に対する関係においては，証人の供述と本質を異にするもので

はない。

エ．他に補強証拠がない場合，自白した共犯者が無罪となり，否認した被告人が有罪となる。

オ．共犯者に対しては反対尋問が可能であり，反対尋問を経ない本人の自白より反対尋問を経

た共犯者の自白が証明力が強いのは当然である。

１．Ⅰ－(根拠) イエ －（批判）アウオ

２．Ⅱ－(根拠) イウオ－（批判）アエ

３．Ⅱ－(根拠) アエオ－（批判）イウ

４．Ⅲ－(根拠) イウ －（批判）アエオ

５．Ⅲ－(根拠) アウオ－（批判）イエ
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〔第35問〕（配点：４）

公判期日における裁判官，検察官及び弁護人等との間のやり取りに関する次のアからオまでの各

記述中の下線部について，刑事訴訟法第３０９条第１項に定める証拠調べに関する異議に当たるも

のについては１を，同条第２項に定める裁判長の処分に対する異議に当たるものについては２を選

びなさい。（解答欄は，アからオの順に［№63］から［№67］）

ア．弁護人 裁判長，ただいま検察官が朗読した起訴状記載の公訴事実のうち，共謀の日時及び

場所について検察官に対する釈明を求めます。

裁判長 現段階では求釈明の必要はないと考えます。

弁護人 異議あり。釈明権の不行使は裁量の範囲を逸脱しており違法と考えます。

イ．検察官 証人は，犯人を目撃しましたか。

証 人 はい。黒っぽいジャンパーを着た若い感じの男でした。

検察官 犯人の年格好は被告人と比べてどうですか。

弁護人 異議あり。誘導尋問です。

ウ．検察官 被告人に対する処罰について，証人から裁判所に述べておきたいことはあります

か。

証 人 できるだけ長く刑務所に入れてほしいと思います。

被告人 何が刑務所だよ。ばか言ってるんじゃないよ。覚えてろよ。

裁判長 被告人が勝手に発言することを禁じます。

弁護人 異議あり。ただいまの発言禁止の措置は，著しく不相当で権限の濫用に当たり違法

と考えます。

エ．裁判長 検察官から刑事訴訟法３２１条１項２号後段書面として請求があった甲４号証は，

特信性が認められないので却下します。

検察官 異議あり。ただいまの却下決定は，特信性の判断を誤っており違法であると考えま

す。

オ．検察官 あなたの話では，事件のあった日には，いろいろと用事があって，現場には行って

いないのですね。

被告人 そうです。

検察官 あなたがその日にどこにいたのか，もう一度言ってもらえませんか。

裁判長 既にした尋問と重複するので質問を変えてください。

検察官 異議あり。質問には正当な理由があるので，尋問を制限したのは違法であると考え

ます。

〔第36問〕（配点：２）

判決の言渡しに関する次の１から５までの各記述のうち，誤っているものはどれか。（解答欄は，

［№68］）

１．有罪の言渡しをするには，罪となるべき事実，証拠の標目及び法令の適用を示さなければな

らず，法律上犯罪の成立を妨げる理由又は刑の加重減免の理由となる事実が主張されたとき

は，これに対する判断を示さなければならない。

２．刑の言渡しをしたときは，被告人が貧困のため訴訟費用を納付することのできないことが明

らかであるときを除き，被告人に訴訟費用の全部又は一部を負担させなければならない。

３．裁判長は，判決の宣告をした後，被告人に対し，その将来について適当な訓戒をすることが

できる。

４．有罪の判決の宣告をする場合には，被告人に対し，上訴期間及び上訴申立書を差し出すべき

裁判所を告知しなければならない。

５．被告事件について犯罪の証明がないときは，判決で無罪の言渡しをしなければならないが，
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被告事件が罪とならないときは，判決で公訴を棄却しなければならない。

〔第37問〕（配点：３）

次のⅠ及びⅡの【見解】は，管轄の有無を判断する基準についての考え方を述べたものである。

これらの【見解】のいずれかを前提に，後記【事例】において，裁判所がどのような判決を言い渡

すことになるかについて述べた後記アからカまでの【記述】のうち，正しいものの組合せは，後記

１から６までのうちどれか。（解答欄は，［№69］）

【見 解】

Ⅰ．起訴状に記載された訴因並びに罪名及び罰条により判断する。

Ⅱ．裁判所が心証を形成した事実により判断する。

【事 例】

検察官は，故意に被害者を殴打してその結果死亡させた事実で，被告人を傷害致死罪によりＸ

地方裁判所に起訴したが，Ｘ地方裁判所は，公判審理の途中で，被告人が過って被害者を死亡さ

せた事実しか認定できず，過失致死罪が成立するとの心証を形成した。なお，傷害致死罪の管轄

は，地方裁判所に，また，過失致死罪の管轄は，簡易裁判所にだけある。

【記 述】

ア．Ⅰの考え方では，検察官が過失致死罪に訴因を変更しない場合には，Ｘ地方裁判所において，

傷害致死罪につき，無罪の判決を言い渡すことになる。

イ．Ⅰの考え方では，検察官が過失致死罪に訴因を変更しない場合には，Ｘ地方裁判所において，

管轄違いの判決を言い渡すことになる。

ウ．Ⅰの考え方では，Ｘ地方裁判所が検察官による過失致死罪への訴因の変更を許可した場合に

は，Ｘ地方裁判所において，管轄違いの判決を言い渡すことになる。

エ．Ⅱの考え方では，Ｘ地方裁判所が検察官による過失致死罪への訴因の変更を許可した場合に

は，Ｘ地方裁判所において，過失致死罪につき，有罪の判決を言い渡すことになる。

オ．Ⅱの考え方では，検察官が過失致死罪に訴因を変更しない場合には，Ｘ地方裁判所において，

管轄違いの判決を言い渡すことになる。

カ．Ⅱの考え方では，検察官が過失致死罪に訴因を変更しない場合には，Ｘ地方裁判所において，

傷害致死罪につき，無罪の判決を言い渡すことになる。

１．アウオ ２．アウカ ３．アエカ ４．イウオ ５．イエオ ６．イエカ
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〔第38問〕（配点：２）

刑事手続の各段階における前科の扱いに関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものの

組合せは，後記１から５までのうちどれか。ただし，判例がある場合には，それに照らして考える

ものとする。（解答欄は，［№70］）

ア．常習累犯窃盗罪のように前科が構成要件の一部を構成している場合や，常習賭博罪のように

構成要件としての常習性を認定する場合でなければ，被告人の同種前科をもって，犯罪事実を

立証することは許されない。

イ．累犯加重の理由となる前科については，適法な証拠調べをした証拠によらなければ認定する

ことはできない。

ウ．勾留中の被告人について保釈の請求があった場合，その許否を決するに当たっては，勾留状

に記載された事実以外の犯罪事実を考慮してはならず，被告人の前科を考慮することは許され

ない。

エ．起訴状には，裁判官に事件につき予断を生ぜしめるおそれのある内容を引用してはならない

から，常習累犯窃盗罪のように前科が構成要件の一部を構成している場合でなければ，起訴状

に被告人の前科を記載することは許されない。

オ．検察官は，執行猶予中の被疑者が再度その前科と同種の犯罪に及んだ場合であっても，犯罪

の軽重及び情状等を考慮して，公訴を提起しないことができる。

１．ア イ ２．ア ウ ３．イ オ ４．ウ エ ５．エ オ

〔第39問〕（配点：２）

刑事手続の各段階における弁護人の関与に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っている

ものの組合せは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№71］）

ア．長期３年を超える懲役に当たる事件について身体を拘束されていない被疑者が，貧困により

弁護人を選任することができないときは，裁判官は，その請求により，被疑者のため弁護人を

付さなければならない。

イ．第１回の公判期日前に，検察官の請求により，犯罪の捜査に欠くことのできない知識を有す

ると明らかに認められる者の証人尋問を行う場合，裁判官は，被疑者又は被告人に弁護人が選

任されているときは，当該弁護人を証人尋問に立ち会わせなければならない。

ウ．証拠調べが終わった後の弁護人の意見陳述は権利であるから，裁判所がその機会を与えるこ

となく弁論を終結することは違法となる。

エ．裁判所は，被告人に弁護人が選任されていなければ，公判前整理手続を行うことができな

い。

オ．原審において適法に選任された弁護人は，被告人の明示した意思に反しなければ，被告人の

ため上訴をすることができる。

１．ア イ ２．ア ウ ３．イ エ ４．ウ オ ５．エ オ
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〔第40問〕（配点：２）

少年事件に関する次の１から６までの各記述につき，誤っているものはどれか。（解答欄は，［№

72］）

１．検察官は，少年被疑事件について捜査を遂げた結果，犯罪の嫌疑があるものと思料するとき

は，家庭裁判所から逆送を受けた場合を除いて，全件を家庭裁判所に送致しなければならない。

２．家庭裁判所の少年審判は，非行事実につき争いがある場合には，成人の刑事事件と同様に，

伝聞法則の適用がある。

３．家庭裁判所は，死刑，懲役又は禁錮に当たる罪の事件について，調査の結果，その罪質及び

情状に照らして刑事処分を相当と認めるときは，決定をもって，これを検察官に送致しなけれ

ばならない。

４．少年の刑事事件につき，少年に対して長期３年以上の有期の懲役又は禁錮をもって処断すべ

きときは，その刑の範囲内において，長期と短期を定めてこれを言い渡す。

５．家庭裁判所の審判に付された少年又は少年のとき犯した罪により公訴を提起された者につい

ては，氏名，年齢，職業，住居，容ぼう等によりその者が当該事件の本人であることを推知す

ることができるような記事又は写真を新聞紙その他の出版物に掲載してはならない。

６．故意の犯罪行為により被害者を死亡させた罪，死刑又は無期若しくは短期２年以上の懲役若

しくは禁錮に当たる罪の事件において，その非行事実を認定するための審判の手続に検察官が

関与する必要があると認めるときは，家庭裁判所は，審判に検察官を出席させることができる。


